


　令和５年６月８日（木）
栃木市内において会員84名
（委任状1,762名）及び来賓
多数のもと第11回通常総会
が開催された。
　審議に先立ち、令和５年
度 事業計画並びに収支予算
が報告され、続いて、議案
の審議に入った。
　第１号議案　令和４年度事業報告の件　
　第２号議案　令和４年度収支決算報告承認の件
について、原案のとおり承認可決された。
　第３号議案　任期満了に伴う理事・監事改選に
ついて、原案のとおり承認可決された。
　議事終了後、栃木税務署長より法人会活動を通
じて、税務行政の推進、納税思想の高揚に貢献さ
れた方に対し感謝状が贈呈された。続いて、栃木
法人会長より会活動に貢献された方や会員増強運
動、福利厚生制度の推進に功績のあった関係機
関、地区会、個人に対し感謝状が贈呈された。
　尚、総会議案資料については、ホームページの
情報公開欄に掲載して
います。
　通常総会終了後、臨
時理事会が開催され、
山中史朗会長が再任さ
れた。(新役員は３ペー
ジ掲載)

　法人会に対して功績のあった役員及び会員増
強、福利厚生制度の推進に功績のあった関係機
関、地区会、個人に対し山中会長及び小倉厚生委
員長より感謝状が贈呈された。

＜栃木税務署長感謝状＞
　・栃木地区会　若菜　秀夫
　・下野地区会　江田　俊夫
　・岩舟地区会　小倉　久緒
　・野木地区会　眞瀬　薫正
　・西方地区会　飯沼　徹典
　・栃木地区会　松本　和子

＜会員加入勧奨功労者＞
　・㈱栃木銀行　　栃木支店・小山東支店・大平支店
　・㈱足利銀行　　栃木支店
　・栃木信用金庫　本店営業部・駅前支店・思川
　　　　　　　　　支店・藤岡支店・大平町支店
　　　　　　　　　おもちゃのまち支店・都賀支店

＜福利厚生制度表彰＞
　・大型保障制度　新規獲得率 第１位　壬生地区会
　　　　　　　　　法人加入率 第１位　栃木地区会
　・がん保険制度　加入件数率 第１位　小山地区会
　・大同生命保険㈱　　　栗原　明美
　・ＡＩＧ損害保険㈱　　戸田　善大 
　・アフラック生命保険㈱代理店　足利不動産㈱　直井　克清

（順不同・敬称略）

通常総会開催のご報告
令和４年度功労者へ感謝状の贈呈

第11回

山中会長

町田関東信越税理士会 栃木支部長深谷栃木県税事務所所長

平賀栃木税務署長
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（敬称略：順不同）

※ゴシックは新任理事

令和５・６年度　新 役 員 名 簿
役　職 氏　　　　名 法　人　名 地区会

会　　長

副 会 長

専務理事

常任理事

理　　事

役　職 氏　　　　名 法　人　名 地区会

理　　事

監　　事

顧　　問

相 談 役

山 中 史 朗
伏 木 昌 人
小 林 勝 夫
山 本 郁 夫
植 原 和 信
小 林 一 則
髙 田  弘
小 林 雄 一
山 中 敏 正
野 原 正 衛
飯 沼 邦 章
横 田  学
岸 　 英 司

小野口　美　治
膝 附 武 男
佐 山 謙 三
三 井 恵 子
齊 藤 純 夫
植 村 茂 敏
酒 井 一 則
大 垣 典 昭
松 本 政 則
青 木 　 茂

佐 藤 　 守
深 澤 泰 雄

岡　部　美喜男

大 栗 秀 雄
稲 尾 邦 夫
福 本 佳 之

若　林　可奈子

小 池 雅 弘
渡 邊 嘉 一
長 澤 厚 史
松 本 　 稔
平 野 和 正
小 藤 有 彦
猿 山 　 貴

癸生川　照　男

塚 田 享 子
中 澤 　 剛
滝 沢 洋 子

籠 谷 貴 徳
佐 瀬 英 夫
生田目　里　志
岩 澤 一 成
鯉 沼 毅 明

阿　部　多喜男

前 田 光 之
橋 本 秀 則
倉 井 茂 雄
上 杉 昌 弘
滝 田 賢 一
上 野 賢 治
須　藤　俊一郎

手 塚 光 一
石 川 博 俊
増 田 信 義
中 川 博 登

相 良 吉 男
川 田 久 夫
萩 原 和 志

中 村 義 美

渡 邉 浩 一
川　津　美知子

荒 木 正 孝

嶋 田 完 治
日向野　　　薫
稲 葉 展 博
中 村 嘉 和

白 澤 正 弘
金 子 康 法
町 田 有 政
青 木 良 一
田 村 守 男
大 山 英 雄
石 﨑 義 夫
菅 野 　 弘
江 田 俊 夫
小 倉 久 緒
眞 瀬 薫 正

㈱山中組
栃木信用金庫
藤成測量㈱
㈱ヤマイチ

大坂屋運送㈱
㈲成林興測
㈱桐野屋

㈲大平工業所
㈱乃木鈴建設産業

野原産業㈱
㈱飯沼

㈱ヒタチ設備
(公社)栃木法人会

小野口商事㈱
ひざつき製菓㈱

㈱佐山
㈲バリュー銀星

㈱板橋組
植村工業㈱

㈲たび倶楽部
㈱大垣ダイカスト工業

㈱松本工務店
㈲アオキ

大藤建設㈱
㈲岩舟衛生社

㈲岡部電器

（同）原木屋
㈲稲安

㈱ⅤｉＰａｓｓ

栃木グランドホテル㈱

㈱スクラムフーズ
ワタレイ㈱
㈲ナガサワ

松金化学工業㈱
㈱正和

㈱小藤製作所
岡田石灰工業㈱

㈱栃木県南自動車学校

友井タクシー㈲
新日本産業㈱

㈱小山補償設計

㈲コスモストラベル
㈱サロン・ド・サセ
足利小山信用金庫
㈱ダイサン小山
㈱鯉沼工務店

㈱東栄製作所

㈱前田工業
㈲ニイアス

㈱倉井康雄商店
日冷工業㈱

㈱滝田
㈱川中子住建

㈲博善社

㈲へいせい堂
(宗)円照寺

㈲増田屋本店
あいケアステーション㈱

㈲サガラ陶管
㈲川田タイヤ商会

高伸物流㈱

北関東東洋技研㈱

㈱渡辺清作商店
㈱ダイエイ

㈲荒木美装

シマダ㈱
㈲日向野洋蘭園
㈲稲葉石材店

中村嘉和税理士事務所

白沢電気㈱
明和コンピュータシステム㈱
税理士会栃木支部長

青木ソバ粉㈱
㈱田村工業
㈲大山電装

北関東油研㈱
㈱すが野

㈱江田工業
やまこ産業㈱

㈲シャディシンセイ

小山
栃木
藤岡
石橋
大平
下野
壬生
岩舟
野木
都賀
西方
小山
―

栃木
栃木
栃木
小山
小山
小山
藤岡
石橋
大平
下野

壬生
岩舟

野木

都賀
西方

青年部会長

女性部会長

栃木
栃木
栃木
栃木
栃木
栃木
栃木

栃木

小山
小山
小山

小山
小山
小山
小山
藤岡

藤岡

石橋
石橋
石橋
大平
大平
下野
下野

壬生
壬生
壬生
壬生

岩舟
岩舟
野木

野木

都賀
都賀

西方

栃木
小山
壬生
―

元会長
元会長
支部長

元副会長
元副会長
元副会長
元副会長
元副会長
前副会長
前副会長
前副会長
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　令和５年４月13日（木）第17回法人会全国女性フォーラム愛媛大会スロー
ガンのもと、あらゆる分野における「女性活躍」の実現を目指して、法人会
全国女性大会が開催されました。栃木法人会女性部会より、松本・奥田・川
津の３名で参加させていただきました。
　国税庁次長　星屋　和彦様はじめ、全国法人会総連合会長　小林　栄三様
からご挨拶を頂き、35県連・388会 1,880名の参加のもと盛大な大会でした。
別室にて、税に関する絵はがきコンクールに応募された25万作品の中から、
入賞された作品の展示もされ、高評価でした。そして、第二部では夏井いつき氏の俳句の手解きを
楽しませて頂きました。
　この度は、前日に松山市内視察・観光散策もさせていただきました。空き家対策がなされている

街中や、文学の街として、所々に

 「花咲いて　思い出す人　皆遠し」　正岡子規
俳句などが掲げられていて、文学にも高い関心の街づくりが
されておりました。民家の清掃も行き届いて、とても清々し
い感じを受け、参加させていただきましたことに感謝です。

栃木法人会女性部会　松本和子・奥田英子・川津美知子

女性部会 愛顔咲くマドンナたちの新時代 ～ともに拓こう媛の国から～

※ゴシックは新委員

任期：令和５年６月８日～７年通常総会開催日まで

令和５・６年度　委 員 会 名 簿

総務委員会 組織委員会 研修委員会 広報委員会 税制委員会 厚生委員会 地区会

委 員 長 ―

副委員長
―

―

委 員

栃木

小山

藤岡

石橋

大平

下野

壬生

岩舟

野木

都賀

西方

横 田 　 学

山 本 郁 夫

山 中 敏 正

佐 山 謙 三

中新井 崇 嗣

中 澤 　 剛

奥 澤 　 淳

石 川 悦 史

大 垣 典 昭

福 富 正 浩

飯 野 英 雄

手 塚 光 一

相 良 吉 男

岡 部 美喜男

小 倉 廣美知

荒 木 正 孝

髙 田 　 弘

横 田 　 学

伏 木 昌 人

渡 邊 嘉 一

平 野 和 正

齊 藤 純 夫

生田目 里 志

鯉 沼 毅 明

小 林 英一郎

松 本 政 則

須 藤 俊一郎

増 田 信 義

深 澤 泰 雄

萩 原 和 志

渡 邉 浩 一

荒木田 友 則

野 原 正 衛

植 原 和 信

小 林 一 則

小 池 雅 弘

小 藤 有 彦

籠 谷 貴 徳

松 本 修 一

酒 井 一 則

前 田 光 之

福 島 鉄 典

青 木 　 茂

中 川 博 登

川 田 久 夫

木 村 武 弘

大 栗 秀 雄

関 口 晃 一

植 原 和 信

小 林 勝 夫

小 林 雄 一

膝 附 武 男

猿 山 　 貴

滝 沢 洋 子

岩 澤 一 成

阿 部 多喜男

氏 家 啓 治

滝 田 賢 一

海老原 邦 芳

石 川 博 俊

草 島 　 勲

中 村 義 美

新 井 義 雄

稲 尾 邦 夫

小 林 勝 夫

野 原 正 衛

山 中 敏 正

小野口 美 治

松 本 　 稔

植 村 茂 敏

佐 瀬 英 夫

谷 津 修 市

橋 本 秀 則

上 杉 昌 弘

町 田 光 成

小 林 信 作

池 沢 文 雄

山 中 利 明

粳 間 良 一

佐 藤 博 之

山 本 郁 夫

髙 田 　 弘

飯 沼 邦 章

長 澤 厚 史

癸生川 照 男

三 井 恵 子

塚 田 享 子

阿 部 靖 之

倉 井 茂 雄

中 川 真 澄

上 野 賢 治

佐 藤 　 守

古 内 宏 邦

小 村 明 宏

川 津 美知子

山 岸 弘 幸
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栃木税務署幹部職員栃木税務署幹部職員
役　職　名 氏　　　名 備　考 役　職　名 氏　　　名 備　考

署 長

副 署 長

総 務 課 長

課 長 補 佐

特　 官（ 法 人 ）

特　 官（ 法 人 ）

法 人 １ 統 括
法 人 ２ 統 括
法 人 ３ 統 括
法 人 ４ 統 括
審理専門官（法人）
連絡調整管(法人)
法 人 会 担 当

堀　口　有紀子

太 田 聡 子

阿久津　陽　一

横 井　　 陽

粕 谷 俊 則

齋 藤 裕 紀

水 沼 誠 宏
宮 崎 陽 夫
大 谷　　 豊
石 川 克 己
恩 田 和 夫
床 井 靖 英
石 原 広 美

新 任

留 任

新 任

新 任

新 任

留 任

新 任
留 任
新 任
留 任
新 任
新 任
新 任

栃木税務署長 堀　口　有紀子

着任ごあいさつ

　本年７月の人事異動により、税務大学校から栃木税務署長として着任いたし

ました堀口でございます。よろしくお願いいたします。

　公益社団法人栃木法人会の皆様方には、日頃から税務行政全般にわたり、深いご理解と格別な

ご支援を賜り、厚くお礼申し上げます。

　貴会におかれましては、インボイス制度をはじめとする各種研修会の開催や「自主点検チェック

シート」を活用した税務コンプライアンスの向上への取組などを通じて、会員企業の自己啓発を

積極的に支援されているほか、幅広い事業活動を通じて地域社会の健全な発展に大きく貢献されて

おります。

　また、コロナ禍においても各方面と調整いただきながら、租税教室への講師派遣や税に関する

絵はがきコンクールの開催など、租税教育にも積極的に取り組んでいただいているとお聞きしており

ます。

　これらの会活動は、山中会長をはじめとする役員の皆様方のご尽力と会員の皆様のご熱意の賜物で

あり、深く敬意を表しますとともに、我々税務行政に携わる者といたしましては誠に心強い限りで

あり、心から感謝申し上げます。

　さて、本年 10 月から消費税のインボイス制度が開始となります。

　税務署といたしましては、インボイス制度の円滑な開始に向け、事業者の皆様に制度の理解をより

一層深めていただけるよう、周知・広報に取り組んでまいりますので、引き続きご理解とご協力を

賜りますようお願い申し上げます。

　結びに当たり、公益社団法人栃木法人会の益々のご発展と会員企業のご繁栄並びに会員の皆様の

ご健勝を心から祈念いたしまして、着任の挨拶とさせていただきます。
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　３月 13 日、「電子帳簿保存法の対策ポイン
ト」と題し、公認会計士の川口宏之氏による
税務セミナーを開催しました。2024 年１月
から完全義務化となる本制度への理解を深め
るため、会場には 63 名が集い、メモを取り
ながら皆真剣に受講されていました。
　小山地区会は引き続きインボイス制度・電
子帳簿保存法に関するセミナーを開催し、会
員事業所皆様にお役立ていただけるよう努め
て参ります。

　第 11 回藤岡地区総会が５月 16 日に、多く
の会員の方や、ご来賓の方々のご臨席をいた
だき開催されました。
　総会においては、令和４年度の事業報告及
び収支決算報告を行い、また任期満了に伴う
役員改選を行い、副会長２名、理事２名が新
たに選任されました。
　さらに、参加者からは議案に対しすべて承
認をいただき終了することが出来ました。

　去る１月 24 日、新春税務講演会を開催し
ました。第１部では、栃木税務署長平賀純二
氏に、最新の税務情勢についてご講演いただ
きました。第２部では、フリーキャスターの
伊藤聡子氏をお招きし、「ポストコロナ時代
の企業のあり方」をテーマにご講演いただき
ました。講演では、コ
ロナ禍による社会環境
の変化や、地方の企業
が取り組むデジタル化
の事例などを解説いた
だき、今後は、多様な
人材・働き方から生ま
れるイノベーションを
期待したいと締めくく
りました。
第 11 回地区総会を開催
　去る５月 16 日、第 11 回地区総会を開催し
ました。総会では、令和５年度事業計画並び
に収支予算が報告され、続いて、令和４年度
事業報告並びに収支決算が原案通り承認可決
されました。また、任期満了に伴う役員改選
では、若菜会長が退任し、新たに伏木昌人氏
が会長に選任されました。

創立10周年記念事業
新春税務講演会を開催

税務セミナーを開催

地区総会を開催
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　６月13日㈫下野市商工会館において、青色
申告部会との共催で、はぎわら税理士事務所
の萩原康之先生をお招きし「インボイスセミ
ナー」を開催いたしました。いよいよ始まるイ
ンボイス、申請はしたけど何がどう変わるの？
何を準備したら良いの？など事業者目線でのお
話をいただきました。参加者は、自身の事業と
してどう取り組む必要があるか熱心に聴講され、
大変有意義な研修会となりました。

　去る６月８日㈭壬生町立稲葉小学校、６月
21日㈬壬生町立藤井小学校において青年部に
よる租税教室が６年生対象に開催されました。
　毎年開催している租税教室ですが、両校共
に子供たちの反応が良く、特に１億円のレプリ
カを見せると、驚きの声をあげていました。
　この授業を通して、子供たちが税の知識を
つけ、少しでも納税意識が高まっていただけ
たら幸いです。

　去る５月 23 日、石橋商工会アイリスホー
ルにて第 11 回地区総会を開催しました。
　総会では３つの議案が慎重審議され全て可
決承認されました。総会終了後、栃木税務署
石橋審理専門官による「インボイス制度につ
いて」の税務研修会を開催し、参加者の皆様
も真剣に耳を傾けていました。４年ぶりの懇
親会では、会員相互の親睦を深める有意義な
時間となりました。

　毎年恒例となっている特別講演会を３月24
日に開催。今回のテーマは「予防栄養学と自己
治療法～健康経営に取り組む、知っておきたい
基礎知識」講師に鈴木加菜氏をお招きいたしま
した。参加者の方は、元気になるビタミン、イ
ライラを減らす栄養など、最新の栄養学の講演
を熱心に聴いていました。また講師への質問も
多数あり、充実した講演会でした。

地区総会・税務研修
会開催

特別講演会の開催
「予防栄養学と自己治療法」

小学校にて租税教室
を開催

インボイスセミナー
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　野木地区会では、新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため３年ぶりに税務研修会を開
催いたしました。栃木税務署の石橋審理専門
官を講師として、10 月から始まるインボイ
スについてご講義いただきました。参加者全
員、熱心に受講しました。
　秋ごろには、経営セミナーも計画する予定
です。

　都賀地区会では１月 24 日にインボイス制
度対応セミナーを開催しました。インボイス
制度の概要や登録するための手順、登録申請
書の書き方まで講師の先生に丁寧にご説明頂
きました。10 月から開始されるインボイス
制度に対応するための税務上の準備を知る良
い機会となりました。

　西方地区会では５月 18 日㈭に通常総会を
開催し、提出された議案は可決承認されまし
た。令和５年度から新役員体制になります。
引き続き地域振興・発展に貢献していきたい
と思います。
　コロナウィルスの扱いが変わり、西方地区
では今年度再開されるイベントもあります。
当年度も積極的に、けんたグッズを配布して
子供たちに税金への興味・関心を持っていた
だく活動を行っていきたいと思います。

　１月 25 日に㈱リノヴェクス代表渡辺亮氏
による ｢事業承継セミナー｣、２月９日にイー
ンスパイア㈱代表横田秀珠氏による ｢ＤＸ活
用セミナー｣ を開催致しました。
　また５月 11 日の総会終了後、講師に元南
極料理隊員の渡貫淳子氏をお迎えし ｢南極生
活で学んだ健康管理と食材・環境の大切さ｣
について講演していただきました。

税務研修会の開催

セミナー・講演会を
開催

インボイス制度のセミ
ナー開催

通常総会を開催

8



　中小企業者等の法人税率について、年800万円以下の所得
に対する軽減税率の特例15％（本則19%）の適用期限が2
年間延長されます。

　中小企業者等が災害への事前対策を強化するために防災・
減災設備（自家発電機、制震・免震装置等）を取得等した場合に
20％の特別償却が適用できる中小企業防災・減災投資促進税制

（特定事業継続力強化設備等の特別償却制度）について、その
対象設備に耐震装置を加えた上で、適用期限が２年間延長され
ます。また、令和７年４月１日以後に取得等する資産の特別償却率
は18％（令和５年４月１日以後）から16％に引き下げられます。

　全社的なＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）に向
けた事業適応計画の認定を受け、ＤＸの実現に必要なクラウ
ド技術を活用したデジタル関連投資を行った場合に３％（若
しくは5％）の税額控除又は30％の特別償却が適用できるＤ
Ｘ投資促進税制について、以下のとおり認定要件の見直しを
行った上で、適用期限が２年間延長されます。
①　生産性の向上又は新需要の開拓に関する要件を、売上高

が10％以上増加することが見込まれること
②　取組類型に関する要件を、対象事業の海外売上高比率が

一定以上となることが見込まれること

　中小企業者等が新品の特定機械装置等を取得等した場合
に取得価額（船舶については取得価額の75％）の30％の特
別償却又は7％の税額控除が適用できる中小企業投資促進税
制について、以下の見直しを行った上で、適用期限が2年間
延長されます。
①　対象資産から、コインランドリー業（主要な事業であ

るものを除く）の用に供する機械装置でその管理のおおむ
ね全部を他の者に委託するものが除外されます。

②　対象資産について、総トン数500トン以上の船舶につい
ては、環境への負荷の低減に資する設備の設置状況等を国
土交通大臣に届け出た船舶に限定されます。

　中小企業者等が新品の特定経営力向上設備等を取得等し
た場合に即時償却又は10％（資本金3,000万円超1億円以下
は7％）の税額控除が適用できる中小企業経営強化税制につ
いて、特定経営力向上設備等の対象からコインランドリー
業又は暗号資産マイニング業（主要な事業であるものを除
く）の用に供する資産でその管理のおおむね全部を他の者
に委託するものを除外した上で、適用期限が２年間延長さ
れます。

　令和７年３月31日までの間に開始する事業年度に適用さ
れます。

　令和５年４月１日から令和７年３月31日までの間に事業
継続力強化計画の認定を受け、認定を受けた日から同日以
後１年を経過する日までに対象設備を取得等をした場合に
適用されます。

　令和５年４月１日から令和７年３月31日までの間に認定
の申請をした事業適応計画に従って取得等をする資産につ
いて適用されます。ただし、令和５年４月１日前に認定の
申請をした事業適応計画に従って同日以後に取得等をする
資産については適用されません。

　令和５年４月１日から令和７年３月31日までの間に対象
設備の取得等をして事業の用に供した場合に適用されます。

（1）中小企業者等の法人税の軽減税率の特例の延長 （4）中小企業防災・減災投資促進税制の見直し及び延長

（5）ＤＸ投資促進税制の見直し及び延長
（2）中小企業投資促進税制の見直し及び延長

（3）中小企業経営強化税制の見直し及び延長

　令和５年４月１日から令和７年３月31日までの間に対象
設備の取得等をして指定事業の用に供した場合に適用され
ます。

（1）NISA 制度の抜本的拡充と恒久化

　家計の資産を貯蓄から投資へと積極的に振り向け、資産
所得倍増につなげるために、NISA制度が抜本的に拡充され
ます。なお、令和２年度税制改正で措置された令和６年１
月から施行予定の「新NISA制度」については、その施行が
見直され、今回の抜本的拡充・恒久化した制度に移行され
ます。
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※　安定的な資産形成につながる投資商品に絞り込む観点から、 
高レバレッジ投資信託などは対象から除外されます。

　令和６年１月１日以後について適用されます。

　令和５年４月１日以後の特定非常災害に係る雑損失につ
いて適用されます。

　災害により住宅や家財などに損害を受けた場合に適用でき
る所得税法の雑損控除の金額について、その年分の所得金額
から控除しきれない金額がある場合には、翌年以後３年間繰り
越して各年分の所得金額から控除することができます。
　改正案では、特定非常災害による住宅・家財等の損失につい
て、その損失額（雑損失の金額）の繰越控除期間が５年間に延
長されます。

（2）特定非常災害に係る損失の繰越控除の見直し（雑損失）

　次世代への早期の資産移転などの観点から導入された相続
時精算課税制度について、利便性向上を図るため同制度が見
直されます。
①　相続時精算課税制度での贈与について、現行の基礎控除
（暦年課税110万円）とは別に、毎年、課税価格から基礎控
除110万円まで控除できるように見直すとともに、特定贈与
者の死亡に係る相続税の課税価格に加算する財産の価額に
ついては、上記の控除後の残額とされます。

②　相続時精算課税制度により受贈した一定の土地・建物が、
贈与の日から相続税申告書の提出期限までの間に、災害に
より一定の被害を受けた場合、相続税の課税価格への加算

（1）相続時精算課税制度の見直し

　①の改正については、令和６年１月１日以後に贈与によ
り取得する財産に係る相続税又は贈与税について適用され
ます。
　②の改正については、令和６年１月１日以後に生ずる災
害により被害を受ける場合について適用されます。

　暦年課税においては、年間110万円までの贈与であれば、
贈与税は非課税となりますが、相続開始前３年以内に行わ
れた贈与については、相続税の課税対象となります。
　改正案では、暦年課税における相続開始前に贈与があっ
た場合の相続税の課税価格への加算期間が７年以内（現
行：３年以内）に延長されます。
　また、相続開始前７年以内から３年以内の４年間の間に
贈与により取得した財産については、総額100 万円まで相
続財産に加算されない措置が講じられます。

（2）暦年課税における相続前贈与の加算期間の見直し

等の基礎となる土地・建物の価額は、贈与時の価額から災害
によって被害を受けた部分に相当する額を控除した残額と
されます。

　令和６年１月１日以後に贈与により取得する財産に係る
相続税について適用されます。
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　直系尊属から教育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の
非課税措置について、次の見直しを行った上で、その適用期限
が３年間延長されます。
①　契約期間中に贈与者が死亡した際、贈与者に係る相続税

の課税価格の合計額が５億円を超える場合には、受贈者の年
齢等に関わらず、残高が相続財産に加算されます。

②　契約終了時の残高に贈与税が課される際の税率は、贈与
税の一般税率とされます。

　　直系尊属から結婚・子育て資金の一括贈与を受けた場合
の贈与税の非課税措置について、契約終了時の残高に贈与税
が課される際の税率を、贈与税の一般税率とした上で、その適
用期限が２年間延長されます。

　令和５年10月１日に施行されるインボイス制度について、円
滑な制度移行を図る観点から、以下の見直しが行われます。
①　小規模事業者に対する納税額に係る負担軽減措置
　小規模事業者に対する納税額に係る負担軽減措置が講じ
られます。

　改正案では、免税事業者が課税事業者を選択した場合、
納税額を売上税額の２割に軽減する負担軽減措置が３年間
講じられます。この負担軽減措置の適用に当たっては、事
前の届出は必要なく申告時の選択適用となります。

②　一定規模以下の事業者に対する事務負担の軽減措置
　中小事業者を含めた一定規模以下の事業者の実務に配慮
し、事務負担の軽減措置が講じられます。
　改正案では、基準期間（前々年・前々事業年度）における
課税売上高が１億円以下又は特定期間における課税売上高が
5,000万円以下である事業者については、インボイス制度の
施行（令和５年10月１日）から６年間、１万円未満の課税
仕入れについて、インボイスの保存がなくとも帳簿のみで仕
入税額控除を認める事務負担の軽減措置が講じられます。

③　少額な返還インボイスの交付義務の見直し
　インボイス制度への移行に伴い、インボイスの交付義務
とともに、値引き等を行った際にも売手と買手の税率と税
額の一致を図るために、値引き等の金額や消費税額等を記
載した返品伝票といった書類（返還インボイス）の交付義
務が課されることになります。
　改正案では、事業者の実務に配慮し事務負担を軽減する
観点から、少額な値引き等（１万円未満）の場合には、返
還インボイスの交付が免除されるように見直されます。

④　登録申請手続の柔軟化
　インボイス制度が開始される令和５年10月１日から適格
請求書発行事業者登録制度の登録を受けるためには、原則、
令和５年３月末までに申請書を提出しなければなりません
が、４月以降であっても申請書に「困難な事情」を記載する
ことで、10月１日に登録したものとみなす経過措置が設け
られていますが、改正案では、申請書に「困難な事情」の記
載がなくとも４月以降の登録申請が可能となります。
　また、登録申請手続について以下のとおり見直されます。

　㋐　免税事業者が申請書を提出し、課税期間の初日から
登録を受ける場合には、課税期間の初日から起算して
15日前の日（現行：課税期間の初日の前日から起算し
て１月前の日）までに申請書を提出する必要がありま
す。なお、課税期間の初日後に登録がされた時は、同
日に登録を受けたものとみなされます。

　㋑　登録の取消しを求める届出書を提出し、その提出があった
課税期間の翌課税期間の初日から登録を取り消そうとする
場合には、翌課税期間の初日から起算して15日前の日（現
行：その提出があった課税期間の末日から起算して30日前
の日の前日）までに届出書を提出する必要があります。

　㋒　適格請求書発行事業者の登録等に関する経過措置の
適用により、令和５年10月１日後に登録を受けようと
する免税事業者は、その申請書に、提出する日から15
日を経過する日以後の日を登録希望日として記載しま
す。登録希望日後に登録がされた時は、登録希望日に
登録を受けたものとみなされます。

（3）教育資金の一括贈与非課税措置の見直し

（4）結婚・子育て資金の一括贈与非課税措置の見直し

（1）適格請求書等保存方式（インボイス制度）の円滑な
　 実施に関する見直し

　①の改正については、令和５年４月１日から令和８年３
月31日までの間に取得する信託受益権等に係る相続税につ
いて適用されます。
　②の改正については、令和５年４月１日から令和８年３
月31日までの間に取得する信託受益権等に係る贈与税につ
いて適用されます。

　令和５年４月１日から令和７年３月31日までの間に取得
する信託受益権等に係る贈与税について適用されます。

※1　売上税額70万円×第５種みなし仕入率50％
※2　売上税額70万円×２割 11



＊このパンフレットは、令和４年12月23日に閣議決定された令和５年度税制改正大綱等に基づいています。
　今後の国会審議等にご留意ください。

（1）電子帳簿等保存制度の見直し

（2）先端設備等導入計画に基づく固定資産税の減免制度の創設

　経済社会のデジタル化を踏まえ、税務情報のデジタル化、優
良な電子帳簿の普及に資する観点から、電子帳簿等保存制度が
見直されます。

①　電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存制度の見直し
　現行、申告所得税及び法人税の保存義務者は、電子取引を
行った場合、保存要件に従って、その電子取引の取引情報に
係る電磁的記録を保存しなければなりません。ただし、経過
措置として、令和５年12月31日までに電子取引を行う場合に
は、事実上、電子取引の取引情報に係る電磁的記録を出力す
ることにより作成した出力書面の保存をもって、その電磁的
記録の保存に代えることができる措置が講じられています。
　改正案では、以下の見直しが行われます。
　㋐　保存要件の緩和
　　　電磁的記録のダウンロードの求めに応じることができ

る場合には、全ての検索機能の確保の要件が不要とな
る売上高基準が「1,000万円以下」から「5,000万円以
下」に引き上げられます。

　㋑　システム対応ができなかった事業者に対する猶予措置
　　　前記の経過措置は適用期限（令和５年12月31日）を

もって廃止されます。システム対応を相当の理由により
行うことができなかった事業者については、従前行われ
ていた出力書面の保存に加え、電磁的記録のダウンロー
ドの求めに応じることができる場合は、検索機能の確
保の要件等を不要としてその電磁的記録の保存を可能
とする、新たな猶予措置が講じられます。

②　スキャナ保存制度の見直し
　スキャナ保存制度は、決算関係書類を除く国税関係書類
（取引の相手方から受領した領収書・請求書等）について、
一定の要件の下、スキャナにより記録された電磁的記録の保
存により、その書類の保存に代えることができる制度です。
　改正案では、以下の見直しが行われます。
　㋐　国税関係書類をスキャナで読み取った際の情報（解像

度・階調・大きさ）の保存要件を廃止

　㋑　国税関係書類に係る記録事項の入力者等に関する情
報の確認要件を廃止

　㋒　国税関係書類に関連する国税関係帳簿の記録事項と
の間に、相互にその関連性を確認することができるよ
うにしておく書類を、契約書・領収書等の重要書類に
限定

③　優良な電子帳簿の範囲の見直し
　一定の国税関係帳簿に係る電磁的記録による保存制度に
ついて、一定の要件を満たしている国税関係帳簿（優良な
電子帳簿）に係る過少申告加算税の軽減措置の対象となる
申告所得税及び法人税の対象帳簿の範囲が見直されます。

　①の改正については、令和６年１月１日以後に行う電子取
引の取引情報に係る電磁的記録について適用されます。
　②の改正については、令和６年１月１日以後に保存が行わ
れる国税関係書類について適用されます。
　③の改正については、令和６年１月１日以後に法定申告期
限等が到来する国税について適用されます。

　令和５年４月１日から令和７年３月31日までの間に取得し
た対象資産に適用されます。

　先端設備等導入計画の認定を受けた中小企業者等が設備
投資を行った場合、新規取得設備の固定資産税が最大３年間
ゼロ（市町村の条例で定める割合により異なる）になる固定
資産税の減免制度について、新たな制度が創設されます。

※　一定の要件（雇用者全体の給与が導入計画の申請日の属する
事業年度の直前の事業年度における雇用者給与等支給額の実績
と比較して1.5％以上増加すること等）を満たせば、令和５年
４月１日から令和６年３月31日までの間に取得した対象設備
は５年間1/3、令和６年４月１日から令和７年３月31日までの
間に取得した対象設備は４年間1/3となります。

　①の改正については、令和５年10月１日から令和８年９月
30日までの日の属する各課税期間において適用されます。
　②の改正については、令和５年10月１日から令和11年９月
30日までの間に国内において行う課税仕入れについて適用
されます。
　③の改正については、令和５年10月１日以後の課税資産の
譲渡等につき行う少額な値引き等について適用されます。
　④㋐㋑の改正については、令和５年10月１日以後、㋒の改
正については、令和５年４月１日以後に提出する適格請求書
発行事業者登録制度の申請書について適用されます。
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　７月12日、サンプラザにて国際ジャーナリスト/ミュージシャン、モー
リー・ロバートソン氏の講演会が開催されました。猛暑の中、参加者は220
名。江田委員長の進行で山中会長の挨拶に続き、「モーリー流世界の動き
とこれからの日本」がスタート。モーリー氏の話題豊富な展開。コロナ禍
により貧富の格差が拡大中。増え続ける洪水、干ばつ、森林火災などの自
然災害の多発は地球温暖化、大気循環の変動が原因でＣＯ２削減は急務で
す。国や地域、人種、貧富の差があっても、人類共通の課題解決のために、自分の１メートル以内
から生活を見直そう。日常生活の衣食住の購買選択の基準をより環境や人権に配慮したモノサシで
実践していくことの提案でした。しかし、あまりストイックにならずに生活の楽しみや感動のある
個性を活かした人生の提案です。
　マルチの分野で才能を発揮しているモーリー氏らしく、多面的な視点やエピソードが急に飛ぶの
で内容を理解するのが困難な場面もありました。しかし、
幼少期から日米や海外での生活体験が豊富なモーリー氏ら
しい独自の視点と貴重なエピソードが新鮮でした。
　最後に野原副会長が閉会の挨拶。コロナ禍後、講演の集
いが盛大に開催できましたこと、関係者の皆様に心より感
謝申し上げます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文責：小倉

講演の集いに参加して　モーリー・ロバートソン氏
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